ショウニ イリョウ ニ オケル イシ ト カンンゴシ ノ キョウドウ ニ カンスル モンダイ キョウドウ オ サマタゲル カンゴシ ガワ ノ ヨウイン by 山口 桂子 et al.
⼩児医療における医師と看護師の協働に関する問題
――協働を妨げる看護師側の要因――
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⼩児医療における医師との円滑な協働を妨げる要因を明らかにする⽬的で，全国88施設の⼩児病棟で働く看護師およ
び師⻑，計1,016名を対象に調査を⾏った．その結果，741名からの有効回答があり，以下のことが明らかになった．
１．協働上，問題と感じる看護師側の要因としては，「実践能⼒格差」，「新卒看護師のレベルアップ困難」，「疾患や治療
に対する知識不⾜」が上位をしめた．
２．調査項⽬の尺度化により，上記項⽬は「知識技術等の不⾜」「看護の意識の違い」，「専⾨性育成の困難」の３カテゴ
リーに集約された．
３．対象の属性別⽐較では，この３カテゴリーそれぞれについて，職位や所属する施設特性によって問題と感じる内容
が異なっていた．
以上より，看護師は，医師との円滑な協働のために，⾃らの「専⾨性育成の困難」や「知識技術等の不⾜」について
改善の必要性を感じていることが確認されたが，⼩児看護学教育，および管理的側⾯からの各施設の状況に応じた具体
的対策の必要性が⺬唆された．
The purpose of this study was to investigate the factors hindering collaboration between nurses and physicians in
pediatric team medical care. One thousand sixteen nurse and chief nurses engaging in nursing care of children
participated in the investigation. The findings were as follows :
１．Among factors hindering nurses’cooperation with physicians “the difference in abilities to practice nursing,” “the
difficulty of improving on the part of new nursing school graduates,” and the “lack of knowledge of disease and
treatment” ranked higher, whereas “nurses’ inabilities to do as physicians indicated” was lowest.
２．Factor and principal component analyses showed that the scale was composed of three categories．The categor-
ies were designated “lack of knowledge,”“difference in the attitudes toward nursing,” and “difficulty of inclucat-
ing specializations.”
３．Comparison of various attributes in the three categories revealed that the nature of the problems experienced
varied with the work and peculiarities of the given institutional facility.
The above investigation showed that nurses must improve regarding the “difficulty of inculcating specializations,”
and “their lack of knowledge” for better collaboration with physicians. We suggested the need for concrete steps to
improve education in nursing care of children and nursing administration within the hospital setting.
■ 原 著 ■
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Ⅰ はじめに
より専⾨的に複雑・⾼度化する⼩児医療を，安全かつ
患者様にとっての最も望ましい医療の形として提供する
ためにはチーム医療は不可⽋であり，医師・看護師を初
めとする専⾨職スタッフがチームとして⼀体となり，メ
ンバーそれぞれの役割や機能を果たすことが必要となる．
しかし，昨今，⼩児を専⾨とする，特に若⼿医師数の絶
対的不⾜もしくは，必要な場所における実働医師の不⾜，
それに伴う過重労働の深刻さがたびたび指摘され
1)
，同
時に，看護現場においても，病院や施設において⼀般的
に⾏われている配置転換などの管理上の体制によって，
⼩児看護を⾏う看護師の専⾨性の尊重や育成がなされに
くいことが指摘されている
2)
．これらの実態は，その対
象特性からみて，より専⾨的な能⼒を必要とする⼩児医
療をチームとして遂⾏することの困難性を⺬唆するもの
であり，これに対する早急な対策が検討され，実施され
つつある
1)
．
今回はその⼀環として，この問題を職場環境の⾯から
とらえ，よりよい協働が医療職者の満⾜度を⾼める
3)
と
ともに離職予防にもつながると考えられることから，⼩
児看護に携わる看護師と医師との円滑な協働に関わる問
題について，看護師の意識調査からその実態を明らかに
するものである．なお，本報では，その中から，医師と
の円滑な協働を妨げる看護師側の問題について明らかに
することを⽬的として報告する．
Ⅱ 研究⽅法
１．調査対象：
対象は，病院要覧2003-2004年版
4)
より無作為抽出した
全国200床以上の⼩児関連診療科⽬を有する総合病院お
よび，⼩児専⾨病院 計230施設のうち，看護部から研究
協⼒の承諾が得られた88施設の⼩児病棟に勤務する看護
管理者（以下師⻑とする）122名，および看護師（臨床経
験２年⽬以上）894名計1,016名である．なお，総合病院
選択の基準を200床以上としたのは，総合病院で⼩児の
⼊院病床を持つ病院の規模として，ほぼ200床前後が最
低ラインであったことから便宜的に設定した．
さらに，看護師の臨床経験については，⼩児医療に関
わる問題についての総合的判断が難しいと考え，臨床経
験１年⽬の看護師を除外した．
２．調査⽅法：
⾃記式無記名式質問紙調査法によって⾏った．調査票
は看護部に依頼して配布し，回収については，対象者に
対し，調査票と同時に配布した返信⽤封筒による個別郵
送を依頼した．
３．調査内容：
１）医師との円滑な協働を妨げる要因について
調査項⽬の設定に先⽴ち，研究者間で，先⾏研究の検
討
5)6)7)
および本テーマに関するグループディスカッショ
ンを数回⾏い，その結果から，これに該当する問題を抽
出し，調査項⽬として32項⽬を設定した．主な内容は，
看護師側の問題として，⑴⼩児看護に関わる知識や技術
の不⾜，⑵看護観の不⼀致や意識の違い，⑶⼩児看護師
としての専⾨性の不⾜など 計14項⽬，医師側および医
師との連携に関する問題として18項⽬をあげた．（先述
のとおり，本報においては，看護師側の問題14項⽬を分
析対象とした．）
対象者に対しては，これらの項⽬に対し「問題と感じ
る程度」を「⾮常に感じる：４点」から「かなり感じる：
３点」「少し感じる：２点」「全く感じない：１点」の順
に４段階評定による回答を依頼した．
２）対象者の属性について
⑴対象者の個⼈属性として，年齢や臨床看護経験年数，
⼩児看護経験年数など，⑵対象者の所属する施設の属性
として，病院の種類や病床数，病棟の種類などを質問し
た．
４．調査期間：
平成16年９⽉∼10⽉
５．倫理的⼿続き：
初めに各施設の看護部に対し，研究の趣旨と⽬的，調
査の⽅法と倫理的配慮などについて記載した説明⽂書を
郵送し，研究協⼒に対する承諾を得た．次いで，承諾の
得られた施設の看護部に対して調査票を⼀括郵送し，各
施設ごとに，⼩児関連病棟に勤務する看護師約10名程度，
看護師⻑1∼2名への調査票の配布を依頼した．対象者個
⼈に対しては，調査票とともに，研究の趣旨，⽬的，調
査の⽅法，研究への参加の⾃由，プライバシーの保護等
の倫理的配慮について記載した⽂書を配布し，回答が返
送された時点で同意を得られたものと判断する旨を書き
愛知県⽴看護⼤学紀要 Vol. 11, 1−9, 20052
添えて依頼した．なお，本研究は愛知県⽴看護⼤学倫理
審査委員会の承認（16愛看⼤第7-20号）を得て実施した．
６．分析⽅法と⼿順
１）分布および平均値の⽐較：
記述統計のほか，カイ⼆乗検定，⼀元配置分散分析を
⽤いた．なお，対象者の⼩児看護経験年数の区分につい
ては，経験年数の少ない対象者について，より詳細に分
析をする意図を持って，区分間隔を決定した．
２）カテゴリー分類による⽐較：
各属性別⽐較を⾏うにあたり，効率よく⾏うために，
14項⽬をカテゴリーに分類しておこなった．その⼿順と
しては，鎌原
8)
，植村
9)
の⽅法に従い，14項⽬に対する回
答を評点化しそれをもとに因⼦分析（主因⼦法・バリマッ
クス回転）・主成分分析を⾏って尺度化し，それをカテゴ
リーとした．その信頼性の確認⽅法として，I-T相関係
数，Chronbachの係数を⽤いた．なお，統計解析には
「SPSS13. 0J for Windows」を使⽤した．
Ⅲ 調査結果
調査票の有効回収数は，看護師641名（回収率71.7％），
師⻑100名（回収率82.0％），合計741名（回収率72.9％）
であった．
１．対象者の概要（表１，表２）
対象者の概要については表1・表２に⺬した．対象者
の平均年齢は，看護師34.0（SD8.6）歳，師⻑48.4（SD6.2）
歳，全体では35.9（SD9.7）歳であった．対象全体の臨
床看護の総経験年数は，平均13.6（SD9.4）年で，その内
の⼩児看護経験は5.8（SD5.6）年と半分以下であったが，
師⻑のみでは⼩児看護経験は総臨床経験の約1/3とさら
に少なかった．
対象者の所属する施設の概要は，57.5％が「⼀般病院」
であり，所属病棟では，「⼩児内科外科混合病棟」が35.6％
と最も多かったが，成⼈との混合などの「その他」が
28.3％を占めていた．
２．医師との円滑な協働を妨げる要因（表３）
表３は医師との円滑な協働を妨げる看護師側の要因と
して調査した14項⽬について，「⾮常に」「かなり」問題
と感じると回答した⼈の合計の割合を⺬したものである．
その中で最も割合の多かった項⽬は，「看護師間の実践
能⼒に格差がある（以下，「実践能⼒格差」とする）」の
54.4％であり，「専⾨性の⾼さにより新卒看護師のレベ
ルアップが困難である（以下，「新卒看護師のレベルアッ
プ困難」とする）」の48.7％がこれに次いでいた．さらに
は，「患児の疾患や治療に対する知識が不⾜している（以
下，「疾患や治療に対する知識不⾜」とする）」が41.5％
と，これらの３項⽬が40％を超えていた．⼀⽅，最も低
かった項⽬は「医師の指⺬を正確に実施できない看護師
がいる」の15.6％で唯⼀10％台を⺬したが，「家族の意向
をうのみにしたケアを実施する」「看護師間の看護観や
看護⽬標に違いがある」においても25％以下の値を⺬し
た．
これを職位別に⾒ると，前述の「実践能⼒格差」「新卒
看護師のレベルアップ困難」に加え「患児や家族の社会
的状態へのアセスメント能⼒が不⾜している（以下，「社
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表１ 対象者の属性
会的状態アセスメント能⼒の不⾜」とする）」が，いずれ
も，師⻑の⽅が約10％程度，⾼い割合を⺬し，「新卒看護
師のレベルアップ困難」では，有意な差となっていた（p
＜.05）．⼀⽅，「看護師間でのケアの⽅法が統⼀されて
いない」「疑問のある医師の指⺬をそのまま実施する」で
は逆に看護師の⽅が10％以上⾼い割合を⺬し，有意な差
となっていた（いずれもp＜.05）．
３．対象属性別にみた協働を妨げる要因（表４∼７）
１）医師との円滑な協働を妨げる要因項⽬（以下，「協働
阻害要因項⽬」とする）の尺度化と各カテゴリー得点
協働阻害要因項⽬について，分析⽅法に⺬す⼿順に
よってカテゴリー化し分類した．その詳細を表4・5に⺬
したが，I-T相関係数，Chronbachの係数のいずれにお
いても⼗分な信頼性を⺬す値となっていた．妥当性につ
いては，因⼦分析によって抽出されたものであることか
ら因⼦的妥当性が保証されるが，研究者間でその内容的
妥当性についても確認をおこなった．また，この尺度化
の過程において，除外される項⽬はなかった．
以上より，協働阻害要因14項⽬は３カテゴリーに分類
され，それぞれ「知識技術等の不⾜（５項⽬）」「看護の
意識の違い（６項⽬）」「専⾨性育成の困難（３項⽬）」と
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表２ 対象者の所属施設の属性
表３ 医師との円滑な協働を妨げる看護側の問題
命名された．
各カテゴリーに含まれる項⽬の合計得点の平均は，「知
識技術等の不⾜（５項⽬）」11.7（SD2.9），「看護の意識
の違い（６項⽬）」12.8（SD3.5）であり，また，「専⾨性
育成の困難（３項⽬）」では7.5（SD2.1）であった．
２）対象者の個⼈属性別にみた協働阻害要因
対象者の個⼈属性別に各カテゴリーについて⽐較した
（表６）．
職位別では，各項⽬ごとの⽐較結果（表３）と同様に，
「専⾨性育成の困難」において，師⻑の⽅が有意に⾼かっ
たが（p＜.05），他の２カテゴリーはほぼ同じ値であり，
⼩児医療における医師―看護師の協働 5
表４ 協働阻害要因項⽬の因⼦分析（主因⼦法・バリマックス回転）
表５ 協働阻害要因尺度の下位尺度
有意差はみられなかった．
また，臨床看護経験年数による⽐較では，「専⾨性育成
の困難」において，有意差がみられた（p＜.01）．これを
さらに多重⽐較によって詳細にみると，「∼2」年の群で
は，「3∼5」年の群を除く６年⽬以上の５群すべてよりも
低い値を⺬し，これらとの間に有意差がみられた（対
「6∼10」年：p＜.05，対「11∼15」年，「16∼20」年，
「21∼30」年，「31∼」年：p＜.01）．また，「3∼5」年の
群でも同様に，「∼2」年の群，「6∼10」年の群を除く11
年⽬以上の４群との間に有意差がみられた（対「21∼30」
年：p＜.05，対「11∼15」年，「16∼20」年，「31∼」年：
p＜.01）．「6∼10」年の群では，「11∼15」年，「16∼20」
年，「31∼」年の３群との間に有意差がみられた（いずれ
もp＜.05）．
⼀⽅，⼩児看護経験年数による⽐較では，これも「専
⾨性育成の困難」において有意差がみられた（p＜.05）．
これをさらに多重⽐較によって詳細にみると，「∼1」年
の群・「2∼3」年の群では，それぞれ，「4∼6」年・「11∼15」
年の群との間に有意差がみられた（いずれもp＜.05）．
以上から，全体的に，臨床看護経験や⼩児看護経験年数
の多い群は少ない群に⽐べ，「専⾨性育成の困難」が問題
であるとする傾向が⺬唆された．
しかし，他の２カテゴリーでは有意な差はみられず，
「知識技術等の不⾜」「看護の意識の違い」は経験年数に
かかわらず，全ての年代において同じように問題と感じ
ていることがわかった．
３）対象者の所属施設の属性別にみた協働阻害要因
対象者の所属する病院の種類別にみた結果（表７）で
は，「看護の意識の違い」において，⼀般病院では他より
も有意に低い値となっていた（対「⼩児専⾨病院」「⼤学
病院」：p＜.01，「その他」：p＜.05）．また，「知識技術等
の不⾜」においても，有意ではなかったが同様の傾向が
みられた．⼀⽅，「専⾨性育成の困難」においては，⼤学
病院が他よりも⾼く，⼩児専⾨病院で低い結果であった
が，有意な差ではなかった．
対象者の所属する病棟の種類別⽐較では，「知識技術
等の不⾜」「看護の意識の違い」では差がみられなかった
ものの，「専⾨性育成の困難」においては，NICUで得点
が⾼く，協働を阻害する要因になっている傾向がみられ
た．
病院の病床数による⽐較では，「知識技術等の不⾜」「看
護の意識の違い」において1,000床以上の病院で⾼い傾
向があったが，「専⾨性育成の困難」では⼀定の傾向をみ
いだせなかった．
Ⅳ 考察
⼩児医療チームにおける，医師との円滑な協働を妨げ
る問題について，看護師がどのような意識を持っている
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表６ カテゴリーごとの平均値（SD）の⽐較：対象者の個⼈属性別
かについて調査し，その中から，看護師側の問題につい
て報告した．これまでに，看護師と医師の協働に関わる
検討はわずかに⾏われてきたのみ
5)6)7)
であり，中でも⼩
児領域に絞って調査されたものはみあたらない．今回の
調査結果をもとに，今後の改善に向けて，考察を加えて
⾏きたい．
１．医師との円滑な協働を妨げる要因について
医師との円滑な協働を妨げる要因として，看護師⾃⾝
が多くの項⽬に対し，「問題である」という回答を⺬した
が，これは全体的に⾒て，その要因が看護師側にもある
ことを⼗分に⾃覚し，より⾼い能⼒を持って医師と協働
すべきであるということを⾃ら提⺬する結果であった．
また，今回調査した14項⽬の中では，「実践能⼒格差」「新
卒看護師のレベルアップ困難」さらには，「疾患や治療に
対する知識不⾜」が問題項⽬としての上位を占め，⼀⽅
では「看護の意識の違い」のカテゴリーに属する項⽬が
低いという結果であったが，これまでの看護師全体を対
象とした調査
7)
で⺬された協働を阻害する要因「看護師
の⾃律的態度の希薄さ」とは異なる結果であった．これ
は，今回の対象者が⼩児看護に携わる看護者のみを対象
にしていることから，⼩児看護領域においては，看護観
や看護への意識等と関連する「⾃律的態度」は「問題で
ある」とはあまり認識されていない反⾯，ケアそのもの
に関わる，より⾼い専⾨的な能⼒に対する必要性を強く
感じているのではないかと推測された．この点について
は，今回，対象者となった看護師の⼩児看護経験にも関
連すると思われる．結果でも述べたが，看護師の全臨床
経験年数に⽐し，⼩児看護経験年数は半分にもみたない
年数であり，また，師⻑ではさらに少ない経験しか有し
ていなかった．現⾏の看護基礎教育の中に占める⼩児看
護学の位置づけや，卒業時点における⼩児看護能⼒の到
達度，あるいは⼩児看護臨床現場の多様性から⾒ると，
実践的な能⼒の育成を卒後の現任教育に頼らざるを得な
いことは明⽩であり，その点から⾔えば，経験年数の持
つ意味合いはより⼤きくなり，その様な状況下で，これ
らの項⽬が上位を占めたことは，当然の結果といえるか
もしれない．中でも師⻑においては，管理的側⾯からも
「実践能⼒格差」や「新卒看護師のレベルアップ困難」
をより強く問題と感じていることがうかがわれるが，師
⻑⾃⾝の⼩児看護経験の少なさは，この問題を⾃らの専
⾨実践能⼒や指導⼒によって改善することに限界を感じ
ているとも考えられ，そのジレンマとしても現れている
可能性があるのではないだろうか．病棟全体の看護実践
能⼒をいかにあげていくかについて，病院全体の管理的
問題としても考えていく必要があろう．
さらには，冒頭に述べた医師不⾜の問題を，医師から
要望されているような看護機能の拡⼤によって補おうと
する場合には，⼤学院修⼠課程で養成され始めている⼩
児専⾨看護師や，⽚⽥
10)
が提唱する「⼩児救急認定看護
師」のようなより専⾨性の⾼い看護師によって，より明
確な責任範疇を⺬していくことが必要になると考えられ
るが，医師と看護師や他のスタッフとの役割分担を再検
討し，看護師がチームコーディネーターとして円滑な協
⼩児医療における医師―看護師の協働 7
表７ カテゴリーごとの平均値（SD）の⽐較：対象者の所属施設の属性別
働を促進するためにも，⼩児看護実践能⼒の育成につい
て，基礎教育からの⼀貫したキャリアアップへの具体的
⽅法を提案していく必要があると考えられる．
２．対象属性別にみる協働を妨げる要因について
対象者の属性別の協働阻害要因についてはカテゴリー
ごとの⽐較を試みた．
カテゴリーの作成過程において，師⻑と看護師では因
⼦構造が異なっている可能性もあることを考え，併⾏し
て，それぞれのみでの分析を⾏ってみたが，全対象によ
る結果と同じであったことから，今回は対象全体での分
析結果からカテゴリーとした．
カテゴリーごとに⾒ても，「専⾨性育成の困難」では，
師⻑や臨床看護経験年数，⼩児看護経験年数の⻑い，管
理的⽴場にある看護師が，この点を問題と感じていたが，
「知識技術等の不⾜」「看護の意識の違い」では職位や経
験年数による差は⾒られず，全ての年代において同じレ
ベルで問題と感じていることがわかった．すなわち，こ
れらの問題は，それぞれ内容的な違いは多少はあると思
われるが，属性によらず，⼩児看護領域では⼀様に，か
つ明確に認識されている問題であると⾔えよう．
⼀⽅，対象者の所属施設の属性別に⾒た協働阻害要因
では，「看護の意識の違い」において，⼀般病院に⽐し，
⼩児専⾨病院や⼤学病院で有意に⾼い結果となり，また，
「知識技術等の不⾜」においても同様の傾向がみられた．
さらに，NICUにおいては，「専⾨性育成の困難」の得点
が他の病棟に⽐し，最も⾼い得点になっていた．これら
については，⼩児専⾨病院や⼤学病院において，より意
識が低く，より知識技術が⾜りないことを意味している
のではなく，それらの病院や病棟の役割や機能として求
められる臨床現場の要求度の⾼さに対する問題意識の現
れと⾒ることができよう．特に，これらの臨床現場では
対象領域の専⾨分化が著しく，そこで働く医師は継続的
に経験を積み重ね，スペシャリストとしての能⼒を磨い
ていくが，これに伍して，看護師がチームの⼀員として
対等にその役割を果たすためには，看護師にもより⾼い
実践能⼒が求められることになる．しかし，現在，わが
国の少⼦⾼齢化傾向はさらに拍⾞がかかり，その影響は，
⼩児系疾患の⼊院可能施設の減少や⼩児単独病棟の閉鎖
など，さまざまな事態となって現実化し，そのことが，
⼩児看護師の専⾨性の育成をより困難なものにしている．
これらの問題に対する対策を講じる際には，病院や病棟
の特性を⼗分に考慮し，⼀般病院，専⾨病院，あるいは
⼤学病院それぞれが利⽤者から期待されるそれぞれの
ニーズに応えられるような，綿密な卒後教育，専⾨性育
成プログラムが必要といえよう．また，看護基礎教育で
⾏われている⼩児看護学教育の内容と臨床現場の要求度
の開きをどのように埋めていくべきかを，お互いの⽴場
から同時に分析検討していくことが望まれる．
以上，医師との円滑な協働を阻害する看護師側の問題
について述べてきたが，同時に，協働する医師側の問題
やチームとしての連携に関わる問題を抜きには考えられ
ない．現在これらに関しても分析を⾏い，検討中である．
最終的には，⼩児科若⼿医師の不⾜を看護師との円滑な
協働がいかに補うことができるかについて，引き続き検
討していく予定である．
Ⅴ まとめ
⼩児を対象とするチーム医療における医師との円滑な
協働を妨げる要因を明らかにする⽬的で，全国88施設の
⼩児関連病棟で働く看護師および師⻑，計1,016名を対
象に調査を⾏った．その結果，741名（回収率72.9％）か
らの有効回答が得られ，以下のことが明らかになった．
１．医師との円滑な協働を阻害する看護師側の要因とし
ては，「実践能⼒格差」，「新卒看護師のレベルアップ困難」，
「疾患や治療に対する知識不⾜」が問題であるという⾼
い認識を⺬し，「医師の指⺬を実施できない看護師」は最
も低い値を⺬した．
２．医師との円滑な協働を妨げる要因としてあげた調査
項⽬の尺度化により，同14項⽬は，「知識技術等の不⾜（５
項⽬）」，「看護の意識の違い（６項⽬）」，「専⾨性育成の
困難（３項⽬）」の３カテゴリーに集約された．
３．対象の属性別⽐較では，「専⾨性育成の困難」におい
て師⻑および，経験年数の多い群で問題と感じている傾
向が⺬された．また，所属する病院の種類では，⼤学病
院や⼩児専⾨病院で，「知識技術等の不⾜」「看護の意識
の違い」それぞれが問題であると感じている傾向が⺬さ
れたが，施設特性によって問題と感じる内容が異なって
いることが⺬唆された．
以上より，看護師は，医師との円滑な協働のために，
⾃らの「専⾨性の育成困難」や「知識技術等の不⾜」に
ついて改善する必要性を感じていることが確認されたが，
⼩児看護学教育の全体的⾒直しに加えて，管理的側⾯か
らの各施設の状況に応じた具体的対策の必要性が⺬唆さ
れた．
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